
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

（参考）財投対象外の事業としては、社会資本整備貸付の一部（いわゆるNTT-C）等がある。

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析 （単位：億円）

・　繰上償還の影響によるコスト増　：＋59億円

・　その他（貸付金償却の影響等） ：△34億円

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円） ④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

 増減額のうち機会費用の増減額

＜参考＞　補助金・出資金等の27年度予算計上額  増減額のうち機会費用の増減額

補助金等：　10億円

出資金等：　27億円

４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

①

②

③ 分析期間については、平成27年度の事業計画に基づく貸付金がすべて回収されるまでの37年間となっている。

④

⑤ 貸付金償却については、期首残高に対し一定割合（0.25%：過去5年間の実績平均）での貸倒の発生を見込んだ額を計上している。

※各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

区　　　分 26年度 27年度 増　減 区　　　分 26年度

沖縄振興開発金融公庫
http://www.okinawakouko.go.jp

27年度財政投融資計画額 26年度末財政投融資残高見込み

707 5,503

27年度 増　減

　沖縄における産業の開発を促進するため、長期資金を供給すること等により、一般の金融機関が行う金融及び民間投資の補完・奨励を
行っている。また、事業に必要な資金のほか、教育、住宅、医療等あらゆる分野へ一般の金融機関が提供することを困難とする資金を供給
している。

 (B) (A')のうち27年度以降に発生
　　する政策コスト

△24 0 ＋25

△26

2.国への資金移転 △403 △349 ＋53
 (A') (A)を26年度分析と同じ前提
　　金利で再計算した政策コスト

△14 0 ＋15

1.国からの補助金等 15 17 ＋2  (A) 政策コスト 【再掲】 △14 △40

3.国からの出資金等の機会費用分 373 292 △81

    1～3 小計 △14 △40 △26

    1～2 小計 △387 △332 ＋55

分析期間（年） 37 37 -

4.欠損金の増減分 - - -

    1～4 合計＝政策コスト (A)　 △14 △40 △26

 (A) 政策コスト 【再掲】 △14 △40 △26 　　① 繰上償還 227

区　　　分 26年度 27年度 増　減  (A) 27年度政策コスト 【再掲】 △40

② 分析期間中に新たに見込ま
　れる政策コスト

△376 △323 ＋53 　　③ その他（利ざや等） △425

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

362 283 △79 　　② 貸倒 159

△1 ＋0
＋148

国からの補助金等 15 17 ＋2

国への資金移転 △403 △349 ＋53

 27年度の政策コストは△40億円である。26年度と27年度の前提金利の変
化による影響を捨象し、27年度以降に発生する政策コストを比較すると、実
質的な政策コストは26年度から25億円増加したと分析される。このような実
質的なコスト増は、以下の要因によるものと考えられる。

既往の出融資残高8,225億円（平成26年度末見込み）に加え、平成27年度の事業計画1,440億円（融資1,420億円、出資20億円）を実行した場合につい
て試算している。

繰上償還については、期首残高に対し一定割合（住宅資金：9.93%、住宅資金以外：2.68%：過去5年間の実績平均）での繰上償還がされるものと試算し
ている。

出融資事業のうち、財政投融資以外の特定財源のみによる融資（社会資本整備貸付の一部（いわゆるNTT-C）等）を除いた事業を試算の対象としている。

-

出資金等の機会費用分 12 10 △2 　貸倒償却額＋10％ △25（＋15）

変化させた前提条件とその変化幅 政策コスト（増減額）

　貸付及び調達金利＋１％ 42（＋82）
剰余金等の増減に伴う
政策コスト

△1

（単位：%）

貸付金償却率 0.41 0.25 0.25 0.250.17 0.26 0.19 0.33 0.31 0.39

9.43 9.93 9.93 9.93
住宅以外 1.54 2.09 1.98 2.72 5.06 2.20 2.28 2.68 2.68 2.68

繰上償還率
住宅資金 5.74 9.11 11.97 12.37 10.44 8.86

（実績） （試算前提）

年　　度 21 22 23 24 25 26 27 28 29 ・・・

（概算）（見込）
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５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

(1)

(2)

(3)

６．特記事項など

①

②

(注)

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

①    出融資実績

ⅰ．融資実績（平成25年度） 5千件 873億円

ⅱ．融資実績（昭和47年度～平成25年度累計） 43万件 5兆8,527億円

・産業開発資金 1兆6,318億円

・中小企業等資金 1兆8,390億円

・住宅資金 1兆9,641億円

・農林漁業資金 2,016億円

・その他　　　　　　　　　　        　 2,163億円

ⅲ．融資残高（平成25年度末） 5万6千件 8,176億円

ⅳ．出資実績（平成25年度） 3件 2億円

ⅴ．出資実績（昭和53年度～平成25年度累計） 80件 52億円

②    地域に根ざした総合公庫

・

・ 県民・企業の多種多様な資金ニーズに対し、適切な政策金融機能をワンストップで提供。　

・

 ［設備資金：公庫の県内シェア27％、運転資金：公庫の県内シェア　10％（平成25年度末）］

・ 沖縄独自制度を活用し、沖縄における新たな事業の創出・促進による雇用の安定・確保に貢献。

　 ［沖縄創業者等支援貸付及び新事業創出促進出資による雇用効果（平成25年度）：427人］

③    セーフティネット関連貸付による雇用喪失防止

　［セーフティネット関連貸付による雇用喪失防止効果（平成25年度）：6,908人］

　沖縄における経済の振興及び開発に資することを目的とし、一般の金融機関が融通することを困難とするものを、長期・低利で融通するための経費
等を補填するため、一般会計及び特別会計から補給金等を受け入れている。

補給金・補助金としては、主に①業務の円滑な運営に資するため、当該年度における公庫の事業計画等を基礎に計算した損益収支上の不足額
を一般会計より受け入れる「収支差補給金」、②地域の特性を活かした雇用創造の取組を行う企業の事業拡大等への低利融資に係る「利子補給
金」（雇用保険法第62条第1項第5号「前各号に掲げるもののほか、障害者その他就職が特に困難な者の雇入れの促進、……厚生労働省令で定
めるものを行うこと。」、雇用保険法施行規則第140条第1項第5号「前四号に掲げるもののほか、同意自発雇用創造地域における雇用の創造に資
する事業」）、③電源地域における企業立地促進のための低利融資を行う場合の金利差を補填するため、エネルギー対策特別会計(電源開発促
進勘定)より受け入れる　「補助金」（特別会計に関する法律施行令第51条第1項第20号「発電用施設の設置がその区域内において行われ、若し
くは行われることが見込まれる市町村、これに隣接する市町村又は当該隣接する市町村に隣接する市町村の区域内における産業の振興に資す
る措置であって、……所管大臣が定める者が行うものに要する費用に係る補助金の交付」、文部科学省・経済産業省告示第5号「特別会計に関
する法律施行令第51条第1項第20号の規定に基づき、同号の所管大臣が定める者を次のように定め、……6　沖縄振興開発金融公庫……」）等
がある。
出資金としては、①公庫の経営基盤の強化を図るため、一般会計より受け入れる「出資金」（沖縄振興開発金融公庫法第4条第2項「政府は、予
算で定める金額の範囲内において、公庫に追加して出資することができる。」） 及び②県内産業の育成並びに企業等の様々な事業展開や事業
再構築を支援するため、民間企業等への出資の原資を財政投融資特別会計（投資勘定）より受け入れる「出資金」（沖縄振興開発金融公庫法第
4条第2項「前掲に同じ。」）がある。

国庫納付については、沖縄振興開発金融公庫法において定められている（沖縄振興開発金融公庫法第25条第1項「公庫は、毎事業年度の損益
計算上利益金を生じたときは、これを翌事業年度の5月31日までに国庫に納付しなければならない。」）。

事業者にとって、投資回収に長期を要する設備投資分野では公庫の長期・固定資金が活用され、日々の事業活動に必要な運転資金は（メイン
バンクである）民間金融機関が供給。

　台風災害や社会・経済的動向の急変など突発的な外的影響を緩和するセーフティネット機能を発揮することで、企業を資金面から支え、雇用喪失防
止に貢献。

今回、前提とした金利の下では、政策コストは△40億円となっているが、貸付及び調達金利を1％上昇させた場合、政策コストは82億円増加して
おり、公庫においては、金利水準が政策コストに与える影響が大きなものとなっている。

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年6月2日法律第47号）により、平成34年度以降　(注)におい
て、株式会社日本政策金融公庫に統合することとなっている。

「沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律」（平成24年3月31日法律第13号）により、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革
の推進に関する法律」が一部改正され、10年間延長されたことによるものである。

地域限定の政策金融機関として、日本公庫等の業務を一元的・総合的に実施するほか、沖縄の特殊事情に則した独自制度を整備・活用し、沖
縄振興に貢献。
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　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表 (単位：百万円)
25年度末実績 26年度末見込 27年度末計画 25年度末実績 26年度末見込 27年度末計画

817,500 815,894 822,536 555,186 552,968 538,032
4,694 6,494 8,494 542,408 540,462 525,510

18,353 14,128 14,201 1,598 1,112 683
100 100 100 43 19 0

884 884 884 11,138 11,375 11,839
1,484 1,416 1,319 174,108 164,308 164,556
1,483 1,414 1,318 173,000 163,000 163,000

1 1 1 1,108 1,308 1,556

0 0 0 △ 15 △ 10 △ 6

125 125 125 16 13 20
6,634 6,607 6,470 29,346 35,619 56,258

2 2 1 2,010 1,933 1,950
△ 9,761 △ 9,603 △ 9,391 1,441 1,347 1,294

527 536 609
0 0 -           

24 32 29
18 18 18

149 151 150
143 143 143

3,256 2,575 2,575
2 2 1

764,201 757,702 763,679
74,089 76,589 79,289
45,218 45,218 45,218
21,556 21,556 21,556
7,315 9,815 12,515

1,695 1,725 1,756
30 31 14

75,814 78,345 81,059
840,015 836,047 844,739 840,015 836,047 844,739

（注）1.貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。
　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

　　　

損益計算書 (単位：百万円)
25年度実績 26年度見込 27年度計画 25年度実績 26年度見込 27年度計画

26,429 26,468 26,797 26,459 26,499 26,811
6,722 6,029 6,457 17,751 15,629 16,103
3,005 2,669 2,622 5 10 10

1 0 0 10 18 14
-         1 1 8 8 8

102 183 171 74 1,009 1,044
3,752 4,416 4,444 11 10 9

47 55 55 -         0 0
2,965 3,361 3,506

貸 付 金 償 却 2,778 3,179 3,310 有 価 証 券 利 息 6 2 3
固定資産減価償却費 187 182 196 52 52 17

9,761 9,603 9,391 8,543 9,761 9,603
75 -         -         
-         150 150
30 31 14

26,459 26,499 26,811 26,459 26,499 26,811
（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
　　　

科目 科目

（ 資 産 の 部 ） （負債及び純資産の部）

貸 付 金 借 入 金
出 資 金 財政融 資資 金借 入金
現 金 預 け 金 産 業 投 資 借 入 金
有 価 証 券 一 般 会 計 借 入 金

代 理 店 勘 定 独 立 行 政 法 人 勤 労 者
退 職 金 共 済 機 構 借 入 金

未 収 収 益 債 券
未 収 貸 付 金 利 息 沖縄振興開発金融公庫債券

未 収 受 託 手 数 料 住 宅 宅 地 債 券

未 収 有 価 証 券 利 息 債 券 発 行 差 額

雑 勘 定 寄 託 金

賞 与 引 当 金

固 定 資 産 貸 付 受 入 金
保 証 債 務 見 返 未 払 費 用
貸 倒 引 当 金 未 払 借 入 金 利 息

未 払 債 券 利 息
未 払 寄 託 金 利 息
未 払 業 務 委 託 費
未 払 社 会 保 険 料

雑 勘 定

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金
保 証 債 務
（ 負 債 合 計 ）
資 本 金

一 般 会 計 出 資 金
承 継 出 資 金
産 業 投 資 出 資 金

積 立 金
米穀資金・新事業創出促進積立金

当 期 未 処 分 利 益
（ 純 資 産 合 計 ）

科目 科目

（ 損 失 の 部 ） （ 利 益 の 部 ）

経 常 費 用 経 常 収 益

債 券 発 行 諸 費 労働保険特別会計より受入

償 却 費

借 入 金 利 息 貸 付 金 利 息
債 券 利 息 受 取 配 当 金
寄 託 金 利 息 住宅資金貸付手数料等収入

受 託 金 支 払 利 息 受 託 手 数 料
業 務 委 託 費 一 般 会 計 よ り 受 入
事 務 費 エネルギー対策特別会計より受入

有 価 証 券 益

合　   　計 合　   　計

当 期 利 益 金

雑 収 入
貸 倒 引 当 金 繰 入 貸 倒 引 当 金 戻 入
雑 損
予 備 費
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　（参考）民間企業仮定貸借対照表、民間企業仮定損益計算書

民間企業仮定貸借対照表 (単位：百万円) 民間企業仮定損益計算書(単位：百万円)
平成25年度末 平成25年度末 平成25年度

17,944
19,237 555,202 17,771

現 金 66 174,093 貸 出 金 利 息 17,761

預 け 金 19,171 3,353 有価証券利息配当金 6
4,105 2,010 その他の受入利息 5

株 式 4,005 1,343 18

社 債 100 143 11
788,129 3,256 74

手 形 貸 付 1,694 2 70
証 書 貸 付 815,781 736,049 17,215

未 貸 付 額 △ 29,346 9,728

1,391 74,089 借 用 金 利 息 6,723
未 収 収 益 1,175 508 債 券 利 息 3,005
そ の 他 の 資 産 215 508  102

7,701 米穀資金･新事業創出促進積立金 1,695 47
建 物 6,165 繰越利益剰余金 △ 1,187 3,922
土 地 3,059 74,597 3,416
その他の有形固定資産 2,078 貸倒引当金繰入額 2,421
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,600 貸 出 金 償 却 867

487 株 式 等 償 却 124
ソ フ ト ウ ェ ア 318 その他の経常費用 4
ソフトウェア仮勘定 169 729

2 -             
△ 10,406 1

0
1

810,647 810,647 728
　（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

有 価 証 券 未 払 費 用

科目 科目 科目
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ） （ 経 常 収 益 ）
現 金 預 け 金 借 用 金 資 金 運 用 収 益

債 券

そ の 他 負 債

そ の 他 の 負 債 役 務 取 引 等 収 益

賞 与 引 当 金 国 庫 補 助 金 収 入
貸 出 金 退 職 給 付 引 当 金 政 府 補 給 金 収 入

支 払 承 諾 そ の 他 経 常 収 益
（ 負 債 の 部 合 計 ） （ 経 常 費 用 ）

（ 純 資 産 の 部 ） 資 金 調 達 費 用

支 払 承 諾 見 返 （ 特 別 利 益 ）

そ の 他 資 産 資 本 金
利 益 剰 余 金

その他利益剰余金 役 務 取 引 等 費 用
有 形 固 定 資 産 そ の 他 業 務 費 用

業 務 経 費
（純資産の部合計） そ の 他 経 常 費 用

無 形 固 定 資 産

（ 経 常 利 益 ）

貸 倒 引 当 金

減 損 損 失

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計 当 期 純 利 益

固 定 資 産 処 分 損
（ 特 別 損 失 ）
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